
資料６１－２ 

ＥＭＳ標準覚書への適合のための国際郵便約款の

変更の認可 

（諮問第１１８２号） 
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別紙 

審査結果 

郵便法（昭和２２年法律第１６５号。以下「法」という。）の規定に適合したものと認

められることから、これを認可することが適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

次に掲げる事項が適正かつ明確に定

められていること 

（法第６８条第２項第１号） 

イ この法律又はこの法律に基

づく総務省令の規定により郵

便約款で定めることとされて

いる事項

適 従前と同じ。 

ロ 郵便物の引受け、配達、転送

及び還付並びに送達日数に関

する事項

適 従前と同じ 

ハ 郵便に関する料金の収受に

関する事項

適 従前と同じ 

ニ その他会社の責任に関する

事項

適 追跡請求受理期間について、各国が調査でき

る受理期間を国別に明示することにより、よ

り実効性のある追跡請求を受理することが

可能になるため、適正かつ明確に定められて

いるものと認められる。 

特定の者に対し不当な差別的取扱い

をするものでないこと 

（法第６８条第２項第２号） 

適 本サービスは、全ての利用者に適用されるも

のであり、特定の者に対して不当な差別的取

扱いをするものではないので、適当と認めら

れる。 
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 説明資料 

郵便約款変更の認可について 

令和元年年５月３１日 

総 務 省 

5



第１ 郵便約款の認可について 

 

１ 郵便約款とは 

  郵便約款とは、郵便の役務に関する具体的な提供条件（料金を除く。）を

定めたものであり、郵便法（昭和２２年法律第１６５号。以下「法」とい

う。）第６８条第１項により、日本郵便株式会社は、郵便約款を定めること

になっている。 

※ 約款とは、大量の契約を画一的･定型的に締結し、処理することを目的として企業が

あらかじめ定めておく契約条項のことをいう。 

 

２ 総務大臣の認可 

  郵便約款の内容は、利用者の利便・利益に直接関わることなどから、法

第６８条第１項により、総務大臣の認可を受けることとなっている。変更

する場合も同様。 

※ 料金については、法第６７条第１項により、原則総務大臣への届出制とし、第三種

郵便物・第四種郵便物の料金については、同条第２項により、認可制となっている。 

※ 書類の様式等利用者の権利・義務に重要な関係を有しない提供条件や試験的に提供

するものといった軽微な事項については、法第６８条第１項により、認可を要さない。 

 

３ 審議会への諮問 

法第７３条第１号に基づき、総務大臣は認可を行うにあたり、情報通信行

政・郵政行政審議会に諮問することとなっていることから、今回諮問を行っ

ているもの。 

 

 
  

実施 

 

日本郵便（株）から認可申請書提出 

情報通信行政・郵政行政審議会へ諮問 

総務大臣認可 

 
 

 
  

情報通信行政・郵政行政審議会からの答申 
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第２ 日本郵便株式会社からの申請の概要 

 

１ 郵便約款の変更の認可申請理由 

日本郵便株式会社においては、ＥＭＳは草創期（１９７６年）から二国

間の覚書により交換しているが、ＵＰＵは、２００４年にＥＭＳ標準覚書

を採択。日本は、この覚書の締結を検討してきたが、ＥＭＳの追跡請求（調

査請求）の受理期間について、通常郵便物及び小包郵便物の調査請求受理

期間と同様の「差出の日の翌日から起算して６か月以内」と国際郵便約款

に規定しており、ＥＭＳ標準覚書の追跡請求（調査請求）の受理期間「差

出の日から４か月以内」と異なることから、ＥＭＳ標準覚書を採用する場

合には国際郵便約款を変更する必要がある。 

ＥＭＳ標準覚書を採用することにより、従前の二国間覚書では認められ

ていなかった①日本発送後の取戻請求及び宛名変更請求並びに②ＥＭＳを

亡失等した責任郵便事業体への求償ができるようになる等ＥＭＳのサービ

ス改善につながる。 

本件は、以上の理由により、日本郵便株式会社が、ＵＰＵが標準的に採

用しているＥＭＳ標準覚書に基づき国際郵便役務を提供するために、国際

郵便約款の関係規定を変更するものである。 
 
２ 申請概要 

現在ＥＭＳの交換は二国間覚書に基づき行っているところ、今後、ＵＰ

Ｕが標準的に採用しているＥＭＳ標準覚書に基づいて行うものとすること

とし、国際郵便約款の関係箇所を改正する。 

具体的には、現在国際郵便約款第８７条により、ＥＭＳ郵便物について

は、取戻請求及び宛名変更又は訂正請求を認められているか否かに関わら

ず、それらの郵便物が日本国内の交換事業所における発送準備完了前であ

る時にのみその請求が受理されているが、ＥＭＳ標準覚書により、取戻請

求及び宛名変更又は訂正請求を認めている国に宛てるものの場合には、日

本発送後についてもその請求が可能になることに合わせることとするもの。

また、国際郵便約款第９４条及び第１１４条に記載されているＥＭＳ追跡

請求（調査請求）の受理期間（「６ヶ月」）に関する規定を「当社が別に定

める期間内」と規定することにより、ＥＭＳ標準覚書の追跡請求期間（「４

ヶ月」）に合わせることとするもの。 
 
３ 実施予定期日 

令和元年１０月１日（火） 
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第３ 審査結果 
 

郵便法（昭和２２年法律第１６５号。以下「法」という。）の規定に適合したものと認

められることから、これを認可することが適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

次に掲げる事項が適正かつ明確に定

められていること 

（法第６８条第２項第１号） 

  

 イ この法律又はこの法律に基

づく総務省令の規定により郵

便約款で定めることとされて

いる事項 

適 従前と同じ。 

 ロ 郵便物の引受け、配達、転送

及び還付並びに送達日数に関

する事項 

適 従前と同じ 

 ハ 郵便に関する料金の収受に

関する事項 

適 従前と同じ 

 ニ その他会社の責任に関する

事項 

適 追跡請求受理期間について、各国が調査でき

る受理期間を国別に明示することにより、よ

り実効性のある追跡請求を受理することが

可能になるため、適正かつ明確に定められて

いるものと認められる。 

特定の者に対し不当な差別的取扱い

をするものでないこと 

（法第６８条第２項第２号） 

適 本サービスは、全ての利用者に適用されるも

のであり、特定の者に対して不当な差別的取

扱いをするものではないので、適当と認めら

れる。 
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【参照条文】 

 

○ 郵便法（昭和二十二年法律第百六十五号） 

 

第十一条（郵便に関する条約） 郵便に関し条約に別段の定めのある場合には、その

規定による。  

 

第六十八条（郵便約款） 会社は、郵便の役務に関する提供条件（料金及び総務省令

で定める軽微な事項に係るものを除く。）について郵便約款を定め、総務大臣の認

可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。  

２ 総務大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めると

きでなければ、同項の認可をしてはならない。  

一 次に掲げる事項が適正かつ明確に定められていること。 

イ この法律又はこの法律に基づく総務省令の規定により郵便約款で定めること

とされている事項 

ロ 郵便物の引受け、配達、転送及び還付並びに送達日数に関する事項 

ハ 郵便に関する料金の収受に関する事項 

ニ その他会社の責任に関する事項 

二 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。  

 

第七十三条（審議会等への諮問） 総務大臣は、次に掲げる場合には、審議会等（国

家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条に規定する機関をいう。）で

政令で定めるものに諮問しなければならない。 

一 第六十七条第三項、第六十八条第一項又は第七十条第一項の規定による認可をし

ようとするとき。  

二 第六十七条第二項第三号又は第七十条第三項第二号から第四号までの総務省令

を制定し、又は改廃しようとするとき。 

三 第七十一条の規定による命令をしようとするとき。  

 

 

○ 万国郵便条約（平成二十九年条約第十六号） 

 

第三十六条（ＥＭＳ業務及び統合された物流管理業務） 

１ 加盟国又は指定された事業体は、相互間でこの条約の施行規則に定める次の業務

に参加することを取り決めることができる。 

1.1 書類及び物品用の郵便急送業務であり、かつ、物理的手段による郵便業務のう

ち最も迅速なものであるＥＭＳ業務。この業務は、ＥＭＳ標準に関する多数国間

の取決め又は二国間の合意に基づき提供することができる。 

 1.2 (略) 

 

（参考２） 
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http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%93%f1%81%5a&REF_NAME=%8d%91%89%c6%8d%73%90%ad%91%67%90%44%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%93%f1%81%5a&REF_NAME=%8d%91%89%c6%8d%73%90%ad%91%67%90%44%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://kensaku.kudan.hq.admix.go.jp/SOUMU/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%93%f1%81%5a&REF_NAME=%91%e6%94%aa%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000800000000000000000000000000000


○ 万国郵便条約の施行規則 

 

36-001 ＥＭＳ業務 

１ ＥＭＳ業務は、物理的手段による郵便業務のうち最も迅速なものとする。ＥＭＳ

業務を提供することを決定した指定された事業体の間の交換においては、ＥＭＳ業

務による郵便物は他の郵便物に優先する。ＥＭＳ業務においては、極めて短い時間

で通信文、書類又は物品を取り集め、送達し、及び配達する。 

２ ＥＭＳ業務は、多数国間又は二国間の合意により実施される。これらの合意に明

文の定めのない事項については、連合の文書の適当な規定に従う。 

３（略） 

４（略） 
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